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1. 業務概要 

 

（１） 業務目的 

本業務の目的は、貴村における決算財務会計データの分析・解析を行い、総務省が示す「統

一的な基準」（以下、「統一基準」）による連結財務書類の作成を行います。 

また、現状の把握及び将来的な経営の改善に資するための資料作成を行い、健全な自治体経

営を目的とします。 

 

（２） 業務対象範囲 

統一基準で求められている「連結財務書類」作成について、その対象となる会計は地方公共

団体の一般会計のみならず、公営企業会計をはじめとする特別会計、住民サービスの一端を担

う一部事務組合・広域連合、出資金や負担金及び補助金の点で地方公共団体と深い関係を持つ、

地方三公社や第三セクターを含めることとなっています。 

※公営企業会計（法適用）や地方三公社・第三セクターは、すでに固定資産情報の集約や複

式簿記が採用されているため（法定の決算書にて、貸借対照表・損益計算書が掲載されている）、

統一基準財務書類の勘定科目に合わせるための決算書の読み替えを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総務省「連結財務書類作成の手引き」2頁より） 
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前頁より、貴村の財務書類における対象範囲は以下のとおりです。 

 

会計区分 会計名称 連結区分 作成方法 

一般会計等 

一般会計 一般会計等財務書類 仕訳・財務書類作成 

住宅新築資金等特別会計 一般会計等財務書類 仕訳・財務書類作成 

公営企業会計 

（法非適用） 
簡易水道事業特別会計 全体財務書類 仕訳・財務書類作成 

公営事業会計 

(その他) 

国民健康保険事業会計 全体財務書類 仕訳・財務書類作成 

介護保険事業特別会計（事業勘定） 全体財務書類 仕訳・財務書類作成 

後期高齢者医療特別会計 全体財務書類 仕訳・財務書類作成 

一部事務組合・ 

広域連合 

仁淀川下流衛生事務組合 連結財務書類 案分 

日高村佐川町学校組合 連結財務書類 案分 

仁淀消防組合 連結財務書類 案分 

高知県広域食肉センター事務組合 連結財務書類 案分 

仁淀川市町村圏事務組合 連結財務書類 案分 

高知中央西部焼却処理事務組合 連結財務書類 案分 

こうち人づくり広域連合 連結財務書類 案分 

高知県市町村総合事務組合 

（議員公務災害補償業務） 
連結財務書類 案分 

高知県市町村総合事務組合 

（交通災害共済業務） 
連結財務書類 案分 

高知県市町村総合事務組合 

（自治会館管理業務） 
連結財務書類 案分 

高知県市町村総合事務組合 

（消防補償等業務） 
連結財務書類 案分 

高知県後期高齢者医療広域連合 連結財務書類 案分 

第三セクター 社会福祉協議会 連結財務書類 読替 

※作成方法の「仕訳・財務書類作成」は伝票データや固定資産台帳データを基に財務書類作成を行った会計、

「読替」は法定決算書を統一基準の読み替え方法で読み替えを行い連結した会計、「案分」は各会計より

受領した財務書類を負担割合に応じて案分を行い連結した会計を示します。 

 

なお、退職手当事務については、貴村の退職手当引当金計算時に退職手当組合積立額を加味

して計算しているため、その値をもって連結したこととします。 

（総務省「連結財務書類作成の手引き」Q＆Aより） 
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2. 基礎資料 

本業務を行うにあたり、以下の資料を受領借用し作業を行いました。 

 

区分 受領データ 備考 

決算統計 

決算統計（普通会計） Excelデータ形式 

決算統計（特別会計） Excelデータ形式 

決算書 決算書 原本冊子 

健全化資料 

【29日高村】04 H29決算：健全化判断比率に関

する算定様式（算定様式）.xls 
Excelデータ形式 

【29日高村】13 H29決算：４⑩表（市町村） Excelデータ形式 

【29日高村】29簡水決統.xlsx Excelデータ形式 

その他内訳資料 Excelデータ形式 

固定資産台帳関係 日高村：2017年度版：資産一覧表 等 Excelデータ形式 

執行データ 

00一般.csv（歳入）→会計別 Csvデータ 

00一般.csv（歳出）→会計別 Csvデータ 

ヒアリング回答 

財産に関する調書 紙資料 

基金内訳資料 紙資料 

債務負担行為の内訳資料 紙資料 
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3. 作業内容 

 

 

① 計画準備 

業務全体の実施計画を立て、準備作業を行いました。 

 

② 打ち合わせ協議・資料収集 

作成基準、作業手順や借用資料等を把握し、協議及び資料収集を行いました。 

 

③ 資料受領 

本業務を行うにあたり、必要資料の受領を行いました。 

 

④ ヒアリング調査 

平成 29年度決算財務書類を作成するためのヒアリング調査を行いました。 

 

⑤ 平成 29年度決算仕訳作業（資金仕訳作業） 

作成した仕訳案を基に、各会計の平成 29年度決算の仕訳作業を行いました。 

 

⑥ 平成 29年度決算仕訳作業（非資金仕訳作業） 

各会計について、減価償却費などの非資金仕訳項目の仕訳作業を行いました。 

 

⑦ 読み替え作業 

地方三公社・第三セクターの法定決算書読み替え作業を行いました。 

 

⑧ 連結処理作業 

各会計の平成 29年度財務書類の連結作業を行い、内部での資金のやり取りについて

相殺消去等の連結処理を行いました。 
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4. ヒアリング調査内容 

本業務を行うにあたり、非資金仕訳、整理仕訳が発生する以下の内容についてヒアリングを

行いました。 

（１） 歳計外現金について 

現在、貴村で保有している、歳計外現金について会計別にヒアリングを行いました。 

その結果、歳計外現金は一般会計のみで計上することを確認しました。 

 

（２） 賞与等引当金について 

平成 30年 6月の支給した賞与（法定福利費含む）について、ヒアリングを行いました。 

 

（３） 退職手当引当金について 

決算年度末時点で貴村の将来負担額として見込まれる退職手当引当金について、ヒアリング

を行いました。 

退職手当引当金の算出は、「健全化判断比率に関する算定様式」の 4⑤A表を一般会計の退

職手当引当金として計上を行いました。 

 

（４） 収入未済額について 

決算書において、収入未済額が発生している歳入のうち、現年度調定分か過年度調定（もし

くは滞納繰越）分かの確認を行うため、ヒアリングを行いました。 

 

（５） 貸付金について 

貸付金の残高のうち、短期分（翌年度に回収予定）か長期分（翌々年度以降に回収予定）か

の確認を行うためヒアリングを行いました。 
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5. 資金仕訳作業 

 統一基準では、歳入歳出の「資金仕訳」によって財務書類上の計上先を確定させることが必

要となります。その際は、総務省の「財務書類作成要領」における仕訳要領に従います。 

 

原則、一件の歳入歳出に対して一件の仕訳パターンが特定されます（「別表 6－1 歳入科目

（特定）」「別表 6－2歳出科目（特定）」）が、歳入歳出の科目によっては、一件の歳入歳

出に対して二件以上の仕訳先が適用される場合があります（複数仕訳）。複数仕訳の内容を確

定させるには、一件の歳入歳出の内訳調査が必要になる点に注意が必要です。 

 

複数仕訳の具体例として、工事請負費は、一件の歳出（伝票・執行記録）で、費用（フロー）

と資産（ストック）のどちらにも支出されている可能性があります。具体的には、建物や工作

物の取得が行われる「工事請負費」ですが、中には維持補修的な支出も含まれます。維持補修

的な支出は「費用（フロー）」に区分されますが、建物や工作物の取得については資産（ストッ

ク）に区分されます。 

 

また、一件の歳出（「工事請負費」）の全額が資産（ストック）整備であった場合でも、そ

の歳出の中で建物と工作物といった、種類や耐用年数が異なる複数の資産が同時に取得されて

いる可能性があり、その場合は一件の歳出から二件以上の歳出仕訳を行うことになります。さ

らに、建物や工作物といった有形固定資産は、固定資産台帳にならい「事業用資産」「インフ

ラ資産」を区別して仕訳を行う点にも注意が必要です。 

 

 複数仕訳は、固定資産台帳整備段階でヒアリングを行いました。 

 なお、資金仕訳の仕訳要領は、次頁のとおりです。 
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別表６ 資金仕訳変換表

１ 本表は、現在までの検討に基づき作成したものであって、今後の実務経験・検討を通じて、拡充改善されるものである。

２ 本表の対象は、歳入歳出（現金取引）に関する仕訳に限定している。未収金、未払金、徴収不能引当金、その他非資金取引等に関する仕訳は《別表７　非資金仕訳例》

に記載している。

３ 予算科目名に「※」印を付したものについては、複数の仕訳が発生するため《別表６－３　歳入科目（仕訳複数例）》及び《別表６－４ 歳出科目（仕訳複数例）》を

参照されたい。

４ ４表で例示

別表６－１ 歳入科目（特定）

財

書

財

書

１.都道府県税、市町村税 CF 税収等収入 NW 税収等

2.地方消費税精算金 CF 税収等収入 NW 税収等

3.地方譲与税 CF 税収等収入 NW 税収等

4.税交付金

  　利子割交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

  　配当割交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

  　株式等譲渡所得割交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

  　地方消費税交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

  　自動車取得税交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

市町村たばこ税 CF 税収等収入 NW 税収等

都道府県交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

  　ゴルフ場利用税交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

　　軽油引取税交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

　　国有提供施設等所在地市町村助成交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

5.地方特例交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

6.地方交付税 CF 税収等収入 NW 税収等

7.交通安全対策特別交付金 CF 税収等収入 NW 税収等

8.分担金及び負担金 CF 税収等収入 NW 税収等

9.使用料及び手数料 CF 使用料及び手数料収入 PL 使用料及び手数料

10.国庫支出金※

11.都道府県支出金※

12.財産収入

　　財産貸付収入 CF その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　利子及び配当金 CF その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　財産（不動産・物品）売払収入※

  　生産物売払収入※

13.寄付金 ＣＦ 税収等収入 NW 税収等

14.繰入金

  　特別会計繰入金 CF 税収等収入 NW 税収等

  　基金繰入金※

  　財産区繰入金 CF 税収等収入 NW 税収等

15.繰越金 【仕訳不要】

16.諸収入

  　延滞金、加算金及び過料等 CF その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　都道府県・市町村預金利子 CF その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　貸付金元利収入※

  　受託事業収入 CF その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　収益事業収入 CF その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

　　利子割精算金収入 CF 税収等収入 NW 税収等

  　借入金 CF その他の収入（財務活動収入） BS その他（固定負債）

　　雑入 CF その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

17.地方債 CF 地方債発行収入 BS 地方債

（特別会計に固有の科目）

  　国民健康保険料 ＣＦ 税収等収入 NW 税収等

  　国民健康保険税 ＣＦ 税収等収入 NW 税収等

  　介護保険料 ＣＦ 税収等収入 NW 税収等

  　療養給付費等交付金 ＣＦ 税収等収入 NW 税収等

  　連合会支出金 ＣＦ 税収等収入 NW 税収等

  　共同事業交付金 ＣＦ 税収等収入 NW 税収等

  　支払基金交付金 ＣＦ 税収等収入 NW 税収等

  　共済掛金及び交付金 ＣＦ その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　保険金 ＣＦ その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　連合会特別交付金 ＣＦ その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　保険金及び診療補填金 ＣＦ その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　診療収入 ＣＦ その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

  　賦課金 ＣＦ その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

予算科目名
借方 貸方

勘定科目名 勘定科目名
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別表６－２ 歳出科目（特定）

財

書

財

書

　1.報酬 PL その他（人件費） CF 人件費支出

　2.給料 PL 職員給与費 CF 人件費支出

　3.職員手当等※

　4.共済費 PL 職員給与費 CF 人件費支出

　5.災害補償費 PL 職員給与費 CF 人件費支出

　6.恩給及び退職年金 PL その他（人件費） CF 人件費支出

　7.賃金 PL 物件費（人件費に計上されるものを除く） CF 物件費等支出

　8.報償費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　9.旅費 PL 物件費 CF 物件費等支出

10.交際費 PL 物件費 CF 物件費等支出

11.需用費

　　　消耗品費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　燃料費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　食糧費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　印刷製本費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　光熱水費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　修繕料 PL 物件費（家屋等の修繕で維持補修費に計上されるものを除く） CF 物件費等支出

　　　賄材料費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　飼料費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　医薬材料費 PL 物件費 CF 物件費等支出

12.役務費

　　　通信運搬費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　保管料 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　広告費 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　手数料 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　筆耕翻訳料 PL 物件費 CF 物件費等支出

　　　火災保険料 PL その他（その他の業務費用） CF 物件費等支出

　　　自動車損害保険料 PL その他（物件費等） CF 物件費等支出

13.委託料※

14.使用料及び賃借料 PL 物件費 CF 物件費等支出

15.工事請負費※

16.原材料費 PL 維持補修費（物件費に計上されるものを除く） CF 物件費等支出

17.公有財産購入費※

18.備品購入費※

19.負担金、補助及び交付金 PL 補助金等 CF 補助金等支出

20.扶助費 PL 社会保障給付 CF 社会保障給付支出

21.貸付金※

22.補償、補填及び賠償金 PL その他（移転費用） CF その他の支出（移転費用支出）

23.償還金、利子及び割引料※

24.投資及び出資金※

25.積立金※

26.寄附金 ＰＬ その他（移転費用） CF その他の支出（移転費用支出）

27.公課費 ＰＬ その他（移転費用） CF その他の支出（移転費用支出）

28.繰出金※

借方

勘定科目名 勘定科目名
予算科目名

貸方
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別表６－３ 歳入科目（仕訳複数例）

　　歳入科目だけから勘定科目が特定できないときは、次の例を参考に、取引内容を検討し、科目及び金額を特定して仕訳する。

財

書

財

書

国庫支出金 業務活動支出の財源に充当したものか投資活動支出の財源に支出したものかを特定する。

CF 国県等補助金収入（業務収入） NW 国県等補助金

CF NW 国県等補助金

CF 国県等補助金収入（投資活動収入） NW 国県等補助金

都道府県支出金 業務活動支出の財源に充当したものか投資活動支出の財源に支出したものかを特定する。

CF 国県等補助金収入（業務収入） NW 国県等補助金

CF 国県等補助金収入（臨時収入） NW 国県等補助金

CF 国県等補助金収入（投資活動収入） NW 国県等補助金

財産（不動産・物品）売払収入 1 売却物が台帳記載の固定資産か否かを調査する。

2 売却物が固定資産の場合は、その科目を特定する。

3 資産売却において、簿価に対して売却損益が生じたときは、更に《別表７－１》の仕訳を行う。

（固定資産） CF 資産売却収入 BS 土地

CF 資産売却収入 BS 建物

CF 資産売却収入 BS 立木竹

CF 資産売却収入 BS 工作物

CF 資産売却収入 BS 船舶

CF 資産売却収入 BS 浮標等

CF 資産売却収入 BS 航空機

CF 資産売却収入 BS その他（事業用資産・インフラ資産）

CF 資産売却収入 BS 物品

CF 資産売却収入 BS ソフトウェア

CF 資産売却収入 BS その他（無形固定資産）

（固定資産以外） CF 資産売却収入 PL 資産売却益（臨時利益）

（有価証券売却収入） 売却において、売却損益が生じたときは、更に《別表７－１》の仕訳を行う。

CF 資産売却収入 BS 有価証券

生産物売払収入 1.売払物が、台帳記載の棚卸資産である場合は、以下の仕訳を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　 2.棚卸資産の売却において、当該棚卸資産の簿価に対する売却損益が生じたときは、更に《別表７－１》の仕訳を行う。

CF 資産売却収入 BS 棚卸資産

基金繰入金 取崩した基金の科目を特定する。

　　　基金等の取崩しのとき CF 基金取崩収入 BS 財政調整基金

CF 基金取崩収入 BS 減債基金（流動資産・固定資産）

CF 基金取崩収入 BS その他（基金）

貸付金元利収入 1.長期貸付金と短期貸付金とに分け、更に元本額と利息額を分ける。

2.利息分については、ＰＬの収益として処理。

3.償還金に元金と利息が混在している場合は、当初は総額で仕訳しておき、整理仕訳において、利息額分を収益に振り替えてもよい（《別表７－１》

参照）。

（長期貸付金元本額償還） CF 貸付金元金回収収入 BS 長期貸付金

（短期貸付金元本額償還） CF 貸付金元金回収収入 BS 短期貸付金

（利息額） CF その他の収入（業務収入） PL その他（経常収益）

（償　還　金） 償還された資産の科目を特定する。

CF その他の収入（投資活動収入） BS 出資金

CF 貸付金元金回収収入 BS その他（投資及び出資金）

CF その他の収入（投資活動収入） BS その他（投資及び出資金）

国県等補助金収入（臨時収入）

借方

勘定科目名
予算科目・ケース

貸方

勘定科目名
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（総務省「財務書類作成要領」65～68頁より） 

 

別表６－４ 歳出科目（仕訳複数例）

歳出科目から勘定科目を特定することができないときは、次の例を参考に、取引内容を検討のうえ、科目及び金額を特定して仕訳を行う。

財

書

財

書

職員手当等 賞与等引当金を充当して支払った部分につき、《別表７－１》の仕訳を行う。

PL 職員給与費 CF 人件費支出

委託料 1.工事の設計委託、ソフトウェアの開発委託等、資産形成支出が混在している可能性があるので、これを抽出し、資産については、建設仮勘定、

　ソフトウェア等、科目を特定する。

2.自己資産の形成につながらない支出は経費とし、借方ＰＬとする。

（例）ソフトウェア開発支出 BS ソフトウェア CF 公共施設等整備費支出

BS 建設仮勘定（インフラ資産） CF 公共施設等整備費支出

PL 物件費 CF 物件費等支出

工事請負費 1.資産形成支出と費用が混在している可能性があるので、これを分け、資産については、建物、建設仮勘定等、科目を特定する。

2.資産形成につながらない収益的支出は、ＰＬ維持補修費として処理する。

（例）事業用建物工事 BS 建物（事業用資産） CF 公共施設等整備費支出

（例）インフラ資産（建物） BS 建物（インフラ資産） CF 公共施設等整備費支出

（例）維持補修支出 PL 維持補修費 CF 物件費等支出

公有財産購入費 1.インフラ資産や事業用資産の科目を特定する。

2.なお、資産算入範囲外の経費支出が混在するときは、そのPL科目を特定する。

　　　（例）建物 BS 建物 CF 公共施設等整備費支出

　　　（例）土地 BS 土地 CF 公共施設等整備費支出

　　　資産形成に繋がらない支出 PL CF 物件費等支出

備品購入費 資産形成支出（原則として５０万円以上）と、消耗品費支出が混在している可能性があるので、これを分け、資産については科目を特定する。

BS 物品 CF 公共施設等整備費支出

50万円未満の物の購入 PL 物件費 CF 物件費等支出

貸付金 1.長期貸付金と短期貸付金とに分け、更に貸付に要する事務費用があれば、これを別途に抽出する。

2.短期貸付金については、純資産上は財源区分内部の振替とみなし、あらためて財源仕訳は行わない。

3.貸付に付随する事務費用はＰＬで処理する。

長期貸付金 BS 長期貸付金 CF 貸付金支出

短期貸付金 BS 短期貸付金 CF 貸付金支出

貸付費用 PL その他（その他の業務費用） CF その他の支出（業務費用支出）

償還金、利子及び割引料 償還金元本については、債務残高が減少する科目を特定し、また、利子・割引料等はＰＬで処理する。

　　　１年以内償還予定地方債元本償還 BS １年以内償還予定地方債 CF 地方債償還支出

　　　短期借入金元本償還 BS その他（流動負債） CF その他の支出（財務活動支出）

　　　地方債元本償還 BS 地方債 CF 地方債償還支出

　　　長期借入金元本償還 BS その他（固定負債） CF その他の支出（財務活動支出）

　　　地方債利子支払 PL 支払利息 CF 支払利息支出

　　　借入金利子支払 PL 支払利息 CF 支払利息支出

　　　過年度分過誤納還付 PL その他（その他の業務費用） CF その他の支出（業務費用支出）

投資及び出資金 投資等の科目を特定する。

　　　有価証券購入 BS 有価証券 CF 投資及び出資金支出

　　　出資 BS 出資金 CF 投資及び出資金支出

　　　その他の投資 BS その他（投資及び出資金） CF 投資及び出資金支出

積立金 積立金等の科目を特定する。

　　　財政調整基金 BS 財政調整基金 CF 基金積立金支出

　　　減債基金 （長期） BS 減債基金（固定資産） CF 基金積立金支出

（短期） BS 減債基金（流動資産） CF 基金積立金支出

　　　その他の基金・積立金 BS その他（流動資産） CF 基金積立金支出

繰出金 繰出金が他会計への経常移転である場合と、基金等の取崩である場合に分け、後者については、基金を特定する。

　　　他会計への経常移転支出 PL 他会計への繰出金 CF 他会計への繰出支出

科目を特定する。例えば物件費。

（例）物品の購入（５０万円以上）

勘定科目名 勘定科目名

（例）インフラ資産（建設仮勘定）

（例）資産形成以外（事務委託等）

借方 貸方

予算科目・ケース
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6. 貸借対照表計上額 

 貸借対照表の各勘定科目の計上額について下記に示します。なお、有形固定資産及び無形固

定資産は、固定資産台帳より値を引用しているため、当該勘定科目以外の内容を記します。  

（１） 投資及び出資金について(勘定科目：有価証券、出資金、その他) 

投資及び出資金については、決算書の財産に関する調書より把握を行いました。 

 

・平成 29年度末時点（一般会計のみ） 

1.時価のあるもの（勘定科目：有価証券） 

出資先 
平成 29年度末 

時価評価額(円) 

錦山観光開発株式会社 10,000,000 

合計 10,000,000 

 

2.時価のないもののうち連結対象団体以外に対するもの（勘定科目：出資金） 

出資先 
平成 29年度末 

出資額(円) 

高知県信用保証協会出捐金 2,740,000 

高知県肉用牛価格安定基金協会出資金 260,000 

高知県農業信用基金協会出資金 5,560,000 

高知県農業用廃プラスチック処理公社出資金 150,000 

高知県肉用子牛価格安定基金協会出資金 60,000 

高知県中央地域地場産業振興センター出資金 180,000 

高知県立野市自然動物公園運営基金出捐金 1,500,000 

高知県山林林業振興基金出捐金 2,040,000 

高知県文化財団出捐金 767,000 

高知県国際交流協会出捐金 1,270,000 

生きがい健康づくり基金出捐金 207,000 

暴力追放高知県民センター出捐金 755,504 

障害者スポーツ振興基金出捐金 128,000 

高知県内水面種苗センター出捐金 1,410,000 

高知県青果物価格安定基金出資金 160,000 

仁淀川広域ふるさと市町村圏基金出資金 77,891,000 

高知県消防協会運営財源消防団員基本財産出資金 100,000 

高知県森と緑の会出捐金 100,000 

公益社団法人高知県建設技術公社出捐金 30,000 

地方公営企業等金融機構出資金 500,000 

こうち・ひだかメガソーラ株式会社出資金 32,934,000 

株式会社 村の駅ひだか出資金 3,930,000 

合計 132,672,504 
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（２） 未収金について(勘定科目：長期延滞債権、未収金、徴収不能引当金) 

未収金については、決算書およびヒアリングより把握を行いました。 

 

・平成 29年度末時点 

会計名称 
長期延滞債権

（円） 

長期延滞債権

引当金（円） 
未収金（円） 

未収金引当金

（円） 

一般会計 28,428,282 △1,063,599 8,020,078 △326,382 

住宅新築資金等特別会計 30,531,785 △8,086,635 900,550 △238,519 

簡易水道事業特別会計 868,487 △29,139 45,343 △1,521 

国民健康保険事業(事業勘

定) 
10,588,844 △808,239 2,871,676 △219,966 

介護保険事業特別会計 1,083,685 △396,166 1,196,997 △437,590 

後期高齢者医療事業特別会

計 
3,300 △348 353,500 △37,315 

 

 

（３） 貸付金について(勘定科目：長期貸付金、短期貸付金) 

貸付金については、決算書等より把握を行いました。 

 

・平成 29年度末時点（一般会計のみ） 

名称 
平成 29年度末 

残高(円) 
備考 

一般会計 
長期 4,795,740 

未収金を除く 
短期 1,042,680 

合計 5,838,420   
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（４） 基金について（勘定科目：基金） 
基金の内訳について、財産に関する調書、決算統計等より確認を行いました。 

 

・平成 29年度末時点 

会計名称 
平成 29年度末 

残高（円） 
参照資料 

一般会計 2,176,080,812   

財政調整基金 351,583,000 

決算統計内訳 減債基金 
固定 0 

流動 230,776,000 

その他 1,593,721,812 

住宅新築資金等特別会計 0   

財政調整基金 0 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 

簡易水道事業特別会計 115,655,000   

財政調整基金 115,655,000 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 

国民健康保険事業(事業勘定) 99,706,000   

財政調整基金 99,706,000 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 

介護保険事業特別会計 3,924,666   

財政調整基金 3,924,666 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 

後期高齢者医療事業特別会計 0   

財政調整基金 0 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 
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（５） 資金について(勘定科目：現金預金、預り金) 

資金については、決算書より把握を行いました。また、歳計外現金についてはヒアリング

より把握を行いました。 

 

・平成 29年度末時点 

会計名称 
平成 29年度末 

残高（円） 
参照資料 

一般会計 103,467,110   

現金預金 84,506,981 決算書（歳入歳出差引額） 

歳計外現金(勘定科目：流動負債_預り金) 18,960,129 ヒアリング回答 

住宅新築資金等特別会計 10,033,495   

現金預金 10,033,495 決算書（歳入歳出差引額） 

簡易水道事業特別会計 2,075,979   

現金預金 2,075,979 決算書（歳入歳出差引額） 

国民健康保険事業(事業勘定) 2,486,303   

現金預金 2,486,303 決算書（歳入歳出差引額） 

介護保険事業特別会計 17,806,177   

現金預金 17,806,177 決算書（歳入歳出差引額） 

後期高齢者医療事業特別会計 2,067,900   

現金預金 2,067,900 決算書（歳入歳出差引額） 
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（６） 地方債について（勘定科目：地方債、1年内償還予定地方債） 

地方債について、決算統計等の資料より把握を行いました。 

 

・平成 29年度末時点 

会計名称 
平成 29年度末 

残高（円） 
参照資料 

一般会計 3,124,361,876  

地方債 2,769,896,555 残高-1年以内償還予定地方債 

1年以内償還予定地方債（平成 30年度） 354,465,321 決算統計 36表 

住宅新築資金等特別会計 5,117,547  

地方債 2,668,868  

1年以内償還予定地方債（平成 30年度） 2,448,679  

簡易水道事業特別会計 961,686,372 決算統計 36表 

地方債 908,106,000   

1年以内償還予定地方債（平成 30年度） 53,580,372   

国民健康保険事業(事業勘定) 0  

地方債 0  

1年以内償還予定地方債（平成 30年度） 0  

介護保険事業特別会計 3,300,000  

地方債 3,300,000  

1年以内償還予定地方債（平成 29年度） 0  

後期高齢者医療事業特別会計 0  

地方債 0   

1年以内償還予定地方債（平成 29年度） 0   

 

（７） リース負債について（勘定科目：負債の部_その他） 

リース負債について、固定資産台帳で整備を行った、リース資産について、契約書の内容

を確認し、翌年度の支出予定の金額については、流動負債のその他に、翌々年度以降に支出

予定の金額については、固定負債のその他にそれぞれ計上しました。 

 

契約名称 取得年月日 
平成 30年度 

支出予定額（円） 

平成 31年度以降 

支出予定額（円） 

地籍調査支援総合システム 2014/8/1 820,800 273,600 

能津出張所複写機 DS3000AS-V2型 2014/4/1 238,464 0 

新財務会計システム 2014/4/1 2,262,816 0 

基幹業務系端末 2015/1/1 1,460,592 1,095,444 
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契約名称 取得年月日 
平成 30年度 

支出予定額（円） 

平成 31年度以降 

支出予定額（円） 

戸籍総合システムハードウエア  2016/12/20 4,243,752 16,975,008 

住基ネットシステムハードウエア 2014/4/1 799,632 0 

保健センター電話機 2013/8/21 211,680 282,240 

小学校パソコン 2014/8/1 1,836,168 612,056 

中学校パソコン 2014/8/1 1,904,088 634,696 

公用車(ダイハツタント) 2014/6/16 318,816 53,136 

人事給与システム 2015/9/1 1,085,136 1,537,276 

水道料金システム 2015/1/1 1,386,720 2,426,760 

公用車(NBOX) 2015/9/1 277,596 393,261 

起債管理システム 2016/8/1 495,840 1,156,960 

障害者福祉台帳システム 2015/4/1 852,768 852,768 

公用車(アトレーワゴン) 2016/6/15 663,600 1,327,200 

合計 18,858,468 27,620,405 
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（８） 退職手当引当金・賞与等引当金について 

退職手当引当金は、「健全化判断比率に関する算定様式」の 4⑤A表より、賞与等引当金に

ついては、ヒアリングより把握を行いました。 

 

【退職手当引当金】（勘定科目：固定負債_退職手当引当金） 

・平成 29年度末時点 

会計名称 

退職手当引当 

金額（円） 

(A) 

一般会計 292,816,000 

住宅新築資金等特別会計 0 

簡易水道事業特別会計 0 

国民健康保険事業(事業勘定) 0 

介護保険事業特別会計 0 

後期高齢者医療事業特別会計 0 

 

【賞与等引当金】（勘定科目：流動負債_賞与等引当金） 

・平成 29年度末時点 

会計名称 

期末・勤勉手当 

総額(円) 

(A) 

法定福利費 

相当額(円) 

(B) 

合計(円) 

（A）+（B）

=(C) 

平成 29年度末 

賞与等引当金(円) 

(C)*(4/6) 

一般会計 42,251,557 7,921,061 50,172,618 33,448,412 

住宅新築資金等特別会計 0 0 0 0 

簡易水道事業特別会計 868,462 169,216 1,037,678 691,785 

国民健康保険事業(事業勘定) 1,537,639 299,442 1,837,081 1,224,721 

介護保険事業特別会計 826,854 161,029 987,883 658,589 

後期高齢者医療事業特別会計 0 0 0 0 

 

（９） 未払金について（勘定科目：長期未払金、未払金） 
未払金について、決算統計 37表より確認を行いました。 

会計名称 
平成 30年度 

支払予定(円) 

平成 31年度 

支払予定(円) 
支払残高(円) 

（株）村の駅ひだか 3,300,000 28,149,000 31,449,000 
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7. 行政コスト計算書計上額 

行政コスト計算書は、歳入歳出執行データの自動仕訳の結果及び非資金仕訳の結果をそれ

ぞれの勘定科目に計上して作成を行っています。勘定科目の内訳は、以下のとおりです。 

 

一般会計 （単位： 円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費 → 2節、3節、4節、5節支出額-前年度賞与引当金計上額

賞与等引当金繰入額 → 決算年度賞与引当金計上額

退職手当引当金繰入額 → 退職手当引当金前年度との差額（増加の場合）

その他 → 1節、6節支出額

物件費等

物件費 →
7節、8節、9節、10節、11節（修繕費分は除く）、12節（火災

保険自動車保険料は除く）、14節（リース料は除く）

維持補修費 → 16節、15節（資本的支出工事費を除く）

減価償却費 → 決算年度固定資産減価償却費

その他 → 物件費のうち上記以外のもの

その他の業務費用

支払利息 → 地方債等利子分支払い額

徴収不能引当金繰入額 → 決算年度徴収不能引当金繰入額

その他 → 21節、23節、火災保険自動車保険料等

移転費用

補助金等 → 19節支出額

社会保障給付 → 20節支出額

他会計への繰出金 → 28節支出額

その他 → 22節、26節、27節支出額

経常収益

使用料及び手数料 → 9款使用料及び手数料

その他 →
12款財産収入、16款諸収入、退職手当引当金前年度と

の差額（減少の場合）

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費 → 災害復旧工事費

資産除売却損 → 固定資産除却・売却時の損額等

投資損失引当金繰入額 → 決算年度投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額 → 決算年度損失補償等引当金繰入額

その他 → 長期延滞債権不能欠損額等

臨時利益

資産売却益 → 固定資産売却時の利益額等

その他

純行政コスト ※整理仕訳等によって、上記以外の例外が発生する場合もあります。

60,483,030

134,857,593

41,872,863

39,185,228

1,655,230,110

1,145,913,544

216,316,951

232,516,585

【様式第２号】

行政コスト計算書

自　平成 29年 4月  1日

至　平成 30年 3月 31日

科目 金額

-

-

-

3,704,264,270

-

3,697,802,508

6,461,762

3,031,560

-

-

-

3,430,202

92,984,730

63,888,116

24,089,800

613,088

47,298,380

1,560,592,658

1,113,439,355

447,153,303

-

4,252,000

3,832,660,101

2,177,429,991

552,949,217

501,398,837

-
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8. 純資産変動計算書計上額 

純資産変動計算書について、財源の勘定科目それぞれの値は、歳入執行データの自動仕訳の

結果より作成しています。内部変動の勘定科目それぞれの値は、有形固定資産の増減及び基金

等の増減より作成を行っています。 

 

 

一般会計 (単位： 円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 21,892,935,193 △ 3,247,376,583 #

純行政コスト（△） △ 3,704,264,270

財源 3,719,728,281

税収等 2,611,136,787 →
1款都道府県税～8款分担金及び負担金、

13款寄付金、14款繰入金等

国県等補助金 1,108,591,494 → 10款国庫支出金、11款都道府県支出金等

本年度差額 15,464,011

固定資産等の変動（内部変動） 161,814,916 △ 161,814,916

有形固定資産等の増加 0 0 → 有形固定資産新規有償取得

有形固定資産等の減少 0 0 → 有形固定資産売却、今年度減価償却費

貸付金・基金等の増加 563,833,085 △ 563,833,085 →
有形固定資産以外の固定資産、短期貸付

金・基金の増加

貸付金・基金等の減少 △ 402,018,169 402,018,169 →
有形固定資産以外の固定資産、短期貸付

金・基金の減少

資産評価差額 0 → 有価証券等評価差額

無償所管換等 0 → 固定資産寄付増減、所管換え、評価差額

その他 260,750 △ 260,750

本年度純資産変動額 162,075,666 △ 146,611,655

本年度末純資産残高 22,055,010,859 △ 3,393,988,23818,661,022,621

15,464,011

18,645,558,610

△ 3,704,264,270

3,719,728,281

2,611,136,787

1,108,591,494

-

-

15,464,011

-

【様式第３号】

純資産変動計算書

科目 合計

自　平成 29年 4月  1日
至　平成 30年 3月 31日
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9. 資金収支計算書計上額 

資金収支計算書については、歳入歳出執行データの自動仕訳の結果及び歳計外現金のヒアリ

ング結果を基に作成を行っています。 

 

一般会計 （単位： 円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出
1

節
物件費等支出

7

～
支払利息支出

2

3
その他の支出

2

1
移転費用支出

補助金等支出
1

9
社会保障給付支出

2

0
他会計への繰出支出

2

8
その他の支出

2

2
業務収入

税収等収入
1

～
国県等補助金収入

1

0
使用料及び手数料収入

9

款
その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出 13、

その他の支出
上

記
臨時収入

1

0
臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出 13、

基金積立金支出 25節

投資及び出資金支出 24節

貸付金支出 21節

その他の支出 上記以外の投資活動支出

投資活動収入

国県等補助金収入
1

0
基金取崩収入 14款　

貸付金元金回収収入 16款　

資産売却収入 12款　

その他の収入 償還金等

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出 23節　

その他の支出 14節（リ

財務活動収入

地方債発行収入 17款

その他の収入 16款　

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高 →前年度末歳計外現金残高（ヒアリングより）

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高 →決算年度末歳計外現金残高（ヒアリングより）

本年度末現金預金残高 103,467,110

△ 33,236,717

554,431,000

393,252,930

-

391,900,000

1,352,930

-

332,140,439

-

459,334,000

459,334,000

-

1,145,913,544

216,316,951

19,037,000

△ 76,871

18,960,129

127,193,561

332,140,439

554,251,000

-

79,458,030

-

△ 161,178,070

-

3,850,622,153

2,609,953,145

1,108,591,494

42,229,916

89,847,598

3,031,560

3,031,560

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

151,728,207

84,506,981

△ 67,221,226

行政サービス提供に

係る

支出と収入

臨時的な

支出と収入

地方債等の

返済と借入

固定資産に係る

支出と収入

【様式第４号】
資金収支計算書

科目 金額

自　平成 29年 4月  1日
至　平成 30年 3月 31日

財務活動支出

財務活動収入

業務支出

業務収入

臨時支出

投資活動支出

投資活動収入

180,000

-

3,880,827,310

2,206,622,200

580,176,539

1,560,592,658

1

2

款

232,516,585

-

-

24,089,800

41,763,203

1,674,205,110
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10. 4表の関係性について 

作成した財務書類の各表の関係性は以下のとおりです。 

各会計の財務書類において、4表の相互関係が成り立っていることを確認しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総務省「財務書類作成にあたっての基礎知識」5頁より） 
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11. 法適用会計及び連結団体の読み替え作業 

連結財務書類の作成を行うため、現在、法適用会計で作成されている決算書を、統一基準

による財務書類の勘定科目に合わせるために読み替え作業を行いました。 

また、公社・三セクにつきましても、同様の方法にて読み替え作業を行いました。 

下図は法適用会計の水道会計読み替え例です。 
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12. 連結団体の案分表 

連結対象である一部事務組合の財務書類を受領し、負担割合を用いて案分作業を行ってお

ります。 

連結対象団体と、それぞれの案分割合を下記に示します。 

 

組合名称 按分割合 

仁淀川下流衛生事務組合 13.752000% 

日高村佐川町学校組合 65.074720% 

仁淀消防組合 21.234130% 

高知県広域食肉センター事務組合 0.7840000% 

仁淀川市町村圏事務組合 

（介護認定審査会を除く） 21.824489% 

（介護認定審査会） 32.744605% 

高知中央西部焼却処理事務組合 15.009900% 

こうち人づくり広域連合 1.815924% 

高知県市町村総合事務組合 

議員公務災害補償業務 3.223578% 

交通災害共済業務 2.020081% 

自治会館管理業務 2.570000% 

消防補償等業務 1.291315% 

高知県後期高齢者医療広域連合 0.795110% 
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13. 連結相殺消去作業 
 連結対象会計間での取引を単純合計後の値から相殺消去をすることで、純計を算出していま

す。 

以下は、相殺消去を行った項目です。 

歳出会計 歳入会計 歳出科目 金額（円） 

一般会計 後期高齢者医療特別会計 繰出金 31,165,135 

一般会計 国民健康保険事業 繰出金 65,216,681 

一般会計 介護保険特別会計 繰出金 101,301,769 

一般会計 簡易水道特別会計 繰出金 34,833,000 

一般会計 議員公務災害負担金 負担金補助及び交付金 56,000 

一般会計 仁淀川広域市町村圏事務組合 負担金補助及び交付金 263,408 

一般会計 
高知県中央西部焼却処理事務組

合負担金 
負担金補助及び交付金 68,119,000 

一般会計 仁淀川下流衛生事務組合負担金 負担金補助及び交付金 20,628,000 

一般会計 
高知県広域食肉センター事務 

組合負担金 
負担金補助及び交付金 126,224 

一般会計 仁淀消防組合分担金 負担金補助及び交付金  283,511,157 

一般会計 
高知県市町村総合事務組合 

消防補償 
負担金補助及び交付金 2,278,437 

一般会計 日高村佐川町学校組合町村 負担金補助及び交付金  100,474,000 

一般会計 社会福祉協議会 負担金補助及び交付金 21,357,523 

一般会計 社会福祉協議会 委託料  25,923,136 

住宅新築資金等特別会計 一般会計 繰出金 5,000,000 

介護保険特別会計 仁淀川広域市町村圏事務組合 負担金補助及び交付金 1,208,662 

介護保険特別会計 社会福祉協議会 委託料 226,395 

後期高齢者医療特別会計 一般会計 繰出金 300 

後期高齢者医療特別会計 高知県後期高齢者医療広域連合 負担金補助及び交付金  80,757,731 

国民健康保険事業 一般会計 繰出金  6,650,685 
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14. 別添資料 

 

① 統一的な基準による財務書類 4表（一般会計等、全体、連結財務書類） 

② 連結精算表 

③ 分析資料 

 

 


